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１． はじめに

　筆者は、13年９月末日時点での情報をベース

に、本誌13年11月号に、経済・産業・実務シリ

ーズ「会計基準の変更と企業分析における留意点」

を掲載した。そこでは、国際会計基準（以下、

IFRS）の適用を視野に入れ、のれん、開発費、

リースや信用損失の問題を論じた。

　現段階でそれを読み返すと、15年５月末日時

点で、当時、指摘した項目のいくつかが、引き続

き、留意すべき論点と思われる。例えば、のれん

償却停止による利益水準の上昇、開発費の資産計

上による純資産水準の上昇などは、IFRS適用直

後の企業を分析する財務諸表利用者にとって、そ

の影響額等を正確に把握しておく必要性があろ

う。

　また、リース基準の改正は、IFRSの開発を担

う国際会計基準審議会（以下、IASB）において、

適用時期の確定を除いて審議がほぼ終了してお

り、15年末をめどとする基準化に向けた最終調

整段階にある。

　現行、借手側では、オフバランスとされるオペ

　15年５月末日時点で、日本のIFRS適用企業（適用予定公表企業、適用予定検討企業を含む）は100社を超え、

こうした企業の15年３月末日時点の時価総額合計は150兆円に達している。のれんの償却停止に代表される利益

水準の引き上げがIFRS適用の大きなインセンティブとなっている。こうした企業の時価総額ウェイトが、全上

場企業の50％を超える日も、そう遠くなく到来しよう。一方で、国内基準の開発として「収益認識に関する会計

基準」のプロジェクトが始まっており、今後の審議が注目される。
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